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研究成果の概要（和文）：入会林野に関する大量の歴史的資料を用いて、社会経済環境の変化と入会林野におけ
る制度変化の相互連関について、実証的研究および理論的研究を実施した。このうち明治期の岩手県における入
会林野を対象とした研究では、単独集団と複数集団における集合行為成立の違いを検討した結果、資源の利用方
法などについてのルールの制定は単独集団よりも複数集団において行われやすい一方、植林の実施は複数集団よ
りも単独集団において行われやすいことなどが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Using a large quantity of historical documents about the forest commons, we 
carried out a empirical study and a theoretical study about the mutual linkage of the change of the 
social economic environment and the institutional change. As one of empirical studies in Iwate of 
the Meiji period, we examined the difference of collective action between an independent group and 
plural groups. The result shows that the establishment of the rule about the usage of resources is 
easy to be carried out in plural groups more more than an independent group.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の近世から近代かけての入会林野に関する資料は、世界的にみても大量に残されているため、近代化過程に
おける社会環境の変化と自生的な制度変化との相互関連を大量のデータによって検証することが可能である。本
研究では、一部地域のデータを用いて、その検証ための方法を開発することができた。本研究は集合行為成立に
関する理論的研究に貢献するほか、社会環境が変化する中での自然資源管理のための望ましい制度変化のあり方
を示す意味で実践的な貢献ができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年のコモンズに関する実証研究の動向として、個別のフィールドワークで得られたデータ
を大量に蓄積したサーベイ型研究（Agrawal and Benson（2011）ほか、主に北米で進められて
いる）と、集合行為成立に関する歴史記録を利用して各国比較を行う歴史・比較研究（De Moor
（2009）ほか、主に欧州で進められている）という 2 つの方向がある。ただし、サーベイ型研
究は 1 時点の調査データを利用するため、集合行為のあり方の変化や因果のメカニズムが正確
には分からないという難点がある。また、歴史・比較研究は、多くの場合は個別事例の資料収集
に基づいた少数事例の比較であるため、結果の普遍性や応用可能性の面で限界がある。 
 本研究では、日本の林野コモンズを対象とした歴史資料を用いた大規模比較研究を行うこと
で、両アプローチの限界を克服することができると考えた。また、本研究課題の分担者である早
坂啓造を代表とする科研費課題（2011～2015 年度）において、本研究に関連する岩手県内の林
野コモンズ資料のアーカイブ化を行ってきた。これらの状況をふまえて、入会林野に関する大規
模アーカイブを利用して、コモンズの歴史的変化に関する計量的研究を遂行できると考えた。 
 
２．研究の目的 
 本応募課題の実証研究では、サーベイ型研究と歴史・比較研究の 2 つのアプローチを融合さ
せ、数百件以上の林野コモンズに関する多時点の歴史資料に基づく大規模比較研究を実施し、両
アプローチの欠点を補う。日本には、世界的にみても大量の林野コモンズに関する資料が残され
ているため、こうした研究が可能である。さらに、数理モデルによる研究と実証研究との整合性
を検証し、集合行為の変化に関して、普遍性のある因果メカニズムの解明を目指すこととした。 
 入会林野の近代化過程におけるルール・秩序の形成に関して、本研究が対象とする時期は主に
明治後期から昭和前期までの日本が急速に産業化・近代化を遂げた時期である。本研究はこの時
期に、近代化・産業化に対応するために旧来のルールや秩序に変更が加えられ、新たなルールや
秩序が形成されたことに注目する。具体的には、まず資源の用途としては自給的・農業的利用か
ら林業的・近代的な利用へと変化しつつあった。また、木材の価値の上昇や、購入肥料の山村社
会への浸透など、市場環境が変化したことで、林野コモンズの管理・利用集団である集落の内部
および外部との関係における社会構造が変化した。同時に近代化・産業化の推進を目的とした政
策も実施され、さらなる社会構造の変化が促された。このような変化に対応して、林野コモンズ
の利用に関するルールや制度も、自給的・農業的利用のための制度から林業的利用を目的とした
新たなルールや制度へと変更が行われた。 
 こうした制度変化の枠組みを想定して、具体的には（1）数量的研究による制度変化の要因の
解明、（2）数量的研究の基礎となる事例研究による詳細な制度変化の解明、（3）数理モデル研究
による因果メカニズムの精緻化を行なうこととした。 
 
３．研究の方法 
 （1）岩手県および秋田県を主な対象として、量的実証研究とそのためのデータ収集を行なっ
た。この 2県のうち岩手県のデータの一部については、本研究課題に先行して実施していた科研
費課題において撮影による資料収集が行なわれていたため、それを利用してデータ入力ならび
にコーディング作業を行ない、分析用データセットを作成した。これを利用して歴史的な集合行
為の成立についての数量分析を行なった。 
 秋田県については、本研究課題開始後に秋田県公文書館等において資料を写真撮影する方式
で資料収集を進めた。これまでに 1966 年の入会林野近代化法を根拠として作成された「入会林
野整備計画」および「旧慣使用林野整備計画」の大半と、明治初期に作成された「山林原野其他
原由取調書」の一部について収集を行なった。このうち、入会林野整備計画等についてはデータ
入力を行ない、これまでに全体のおよそ 3分の 2のデータを入力した。また、秋田県のデータは
岩手県のデータに比べて文章で説明されている項目とその件数が多いため、新たなコーディン
グ方法を検討する必要があったため、検討を行なった。 
 また、地域を限定した量的研究に加えて、全国の入会林野に関する量的研究として昭和 49 年
全国入会林野慣行調査データの分析も行なった。さらに、2018 年度および 2019 年度の 2か年間
は農林業センサスの全国慣行共有データの分析も行なった。この分析は、この期間に新たに研究
分担者として本研究課題を担った高村学人（立命館大学政策科学部）が主に遂行した。 
 （2）質的実証研究は、量的実証研究の対象である岩手県および秋田県のほか、これまでの研
究課題で資料収集を行なっていた福島県会津地方も対象として実施した。 
 （3）モデル研究では、ゲーム理論モデルの基礎となる意思決定モデルを開発し、ゲーム理論
モデルの開発についての課題を検討した。 
 
４．研究成果 
（1）数量的実証研究の成果： 
 岩手県のデータを用いた数量的研究では、明治 44年の入会林野約 130 件のデータを用いた分
析から、一村入会と複数村入会における集合行為成立の違いを検討した。その結果、資源の利用
方法などについてのルールの制定は一村入会よりも複数村入会において行われやすい一方、人
工造林の実施は複数村入会よりも一村入会において行われやすいことなどが明らかとなった。
その一方で、資源の利用圧とルール制定との間に関連は認められなかった。また、この岩手県の



資料分析に関連して文献調査を進めたところ、明治期の岩手県は全国的にみても公有林におけ
る人工造林が積極的に進められたという特徴があることなどが分かった。なお、この研究で得ら
れた成果は投稿論文として準備中である。 
 
 秋田県の入会林野整備計画書等については、件数で 9 割以上に相当する計 216 冊の撮影によ
る収集を行なった。写真枚数は 7万枚以上に及んだ。しかし、これまでにデータ入力ができたの
は全体の 3 分の 2 ほどにとどまった。秋田県は全国でも入会林野整備が最も多く実施された県
でもあることから、資料が膨大であるため、撮影ならびにデータ入力に想定していたよりも多大
な時間を要した。また、秋田県のデータは岩手県のデータに比べて文章で説明されている項目が
多いため、新たなコーディング方法を検討し、コーディングマニュアルを開発した。本課題の期
間終了後も、追加のデータ入力とマニュアルに基づくコーディング行ない、またデータセット作
成とその分析を行なう予定である。 
 
 昭和 49年全国入会林野慣行調査データを用いた分析では、潜在クラス分析によって、1440 件
の入会林野は、集落直轄型（68.3%）、権利流通型（16.4%）、個人分割型（9.5%）、古典的利用型
（5.8%）の 4つの管理類型に分類できた。これらの管理類型とマクロ統計指標との関係を検討し
た結果、権利流通型管理類型は、第一次産業・大三次産業混合型町部において出現しやすいこと
などが明らかとなった。 
 
 2000 年農林業センサスの慣行共有データを用いた分析では、慣行共有の林業事業体における
林業活動の分析を通して、権利者が多すぎると全員一致が困難となるために利用があまり行わ
れなくなるというアンチコモンズ論の検証を行なった。その結果、とくに記名共有の事業体で作
業が行なわれない傾向が認められるなど、アンチコモンズ論が成り立つものと考えられた。 
 
（2）質的実証研究の成果 
 岩手県を対象とした質的研究では、「小繋事件文庫」の資料目録を改訂し報告書『岩手入会ア
ーカイブ「小繋事件文庫」所蔵・受贈文書資料総目録基本台帳』を出版した。 
 
 秋田県を対象とした質的研究では、明治 11 年（1878）「山林原野其他原由取調書」（秋田県公
文書館）、明治 17 年（1884）「木草入会郡村取調帳」（国立公文書館つくば分館）、入会地が記載
された秋田藩内の山絵図(秋田県公文書館)の資料を用いて、当時の入会林野と利用の実態につ
いて復元を試みた。①「山林原野其他原由取調書」には、官民有区分の際に官林に編入されなか
った、秋田県内全ての民有の入会地とその由来が掲載されている。また、②「木草入会郡村取調
帳」には秋田県内の全ての官林内にある入会地とその由来が掲載されている。そこで、①と②か
ら林野官民有区分後の秋田県内全ての入会地の場所・面積等とその近世からの利用の実態を把
握できることが分かった。さらに、②③の入会地と照合可能な③の山絵図を付き合わせて、その
入会地の地理的情報や林相等を明らかにした。 
 
 福島県会津地方の共有林に関する資料に基づく研究では、入会権のある山林におけるゼンマ
イ利用とそれを統制するルールとの関係の変化についての分析を進めた。その結果、調査地では
経済的に強くゼンマイに依存した時期においては、成員数を抑制するようにルール変更が行な
われるなど、ゼンマイ需要の変化に応じて採取ルールを柔軟に変更していたことなどが明らか
となった。 
 
（3）モデル研究の成果 
 コモンズ利用をめぐる相互依存状況を想定した分析の基礎となる意思決定モデルを開発し、
内的葛藤がある場合の意思決定は集団的意思決定モデルに近いことや、確率的選択は個人の意
思決定としての意味合いが強いことがなどが明らかとなった。また、ゲーム理論によるモデル化
を検討したものの、利用圧を決める要因や利害対立の要因について情報が不足していたため、モ
デル化には至らなかった。 
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